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【刑  法  問題】  

 

  

次の文章を読んで、〔設問〕に答えなさい。  

 

（１）Ｘは、Ｍ県の公務員であるが、Ｎ地方事務所の総務課建築係として勤務し、

一般建築に関する建築申請書類の審査、建築物の現場審査ならびに住宅金融公庫

からの融資によって建築される住宅（以下「融資住宅」という。）の建築設計審

査、建築進行状況の審査およびこれらに関する文書の起案等の職務を担当してい

た。  

（２）融資住宅に対する融資は、建築の進行の程度に応じ４回に分けて貸付けら

れるものであった。その流れとしては、  

①融資申込者が、現場審査申請書３通を地方事務所に提出して建築進行程度の審

査証明を申請する、  

②地方事務所建築係が①の申請に基づき、建築現場を実地審査のうえ建築の進行

状況の判定の結果を①の申請書に記載して、これを地方事務所長に提出する、 

③地方事務所長は②の判定の記載に基づき、①の申請書の末尾に審査の結果合格

と認める旨記載し、その１通を地方事務所に備え付け、１通を融資機関に、 

１通を県の土木部建築課に送付する、  

④融資機関はその審査合格書に基づいて融資申込者に所定の金額を融資する、  

というものであった。  

（３）Ｘは、友人のＹと食事をしている際に、Ｙの会社の経営が悪化し、資金繰

りに困っていることを相談された。Ｙは、自身の名義で住宅金融公庫より融資を

受け、Ｎ地方事務所の管轄地域内に住宅１棟を建築する予定であった。そこで、

ＸとＹは、Ｘが建築係として上記仕事を担当していることを利用し、Ｙの住宅が

まだ着工しておらず、また建築進行状況に対して審査をなした事実もないにもか

かわらず、これを秘匿して融資金額を詐取しようと計画し、共謀した。  

（４）某年２月２０日、Ｘは、Ｎ地方事務所内において、Ｙが作成した１月１６

日付現場審査申請書に、審査職員氏名欄に自己の職・氏名の記名と押印をしたう

えで、建前完了と認めた旨の虚偽の報告記載をした。そして、行使の目的をもっ

て、事情を知らない同地方事務所長Ａにそれを提出した。Ａは、職務上同人名義

をもって作成すべき合格と認める旨の記名捺印ある同日付の、内容虚偽の審査合

格書３通を作成させた。  

 

〔設問〕  
この事例における、ＸおよびＹの罪責について論じなさい（特別法違反は除く。）。 
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 関西学院大学大学院司法研究科  

 

2021 年度入学試験  出題趣旨・解説・講評  

【Ｄ日程：刑法】  

 

≪出題趣旨・解説≫――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

本問は、虚偽公文書作成罪の間接正犯の成否を問うものである。公文書の作成権限

を有する公務員以外の者が、作成権限を有する情を知らない公務員を利用して、公文

書に不実の記載をさせた場合（間接無形偽造）に、虚偽公文書作成罪（刑法１５６条）

の間接正犯が成立するかを、検討してほしい。  

 本問は、最判昭和３２年１０月４日刑集１１巻１０号２４６４頁（百選 II ９１）

を参考にしたものである。同判決は、地方事務所の建築係として一般建築に関する建

築申請書類の審査、建築物の現場審査並びに住宅金融公庫よりの融資により建築され

る住宅の建築設計審査、建築進行状況の審査及びこれらに関する文書の起案等の職務

を担当していた被告人に、「刑法一五六条の虚偽公文書作成罪は、公文書の作成権限

者たる公務員を主体とする身分犯ではあるが、作成権限者たる公務員の職務を補佐し

て公文書の起案を担当する職員が、その地位を利用し行使の目的をもつてその職務上

起案を担当する文書につき内容虚偽のものを起案し、これを情を知らない右上司に提

出し上司をして右起案文書の内容を真実なものと誤信して署名若しくは記名、捺印せ

しめ、もつて内容虚偽の公文書を作らせた場合の如きも、なお、虚偽公文書作成罪の

間接正犯の成立あるものと解すべきである。けだし、この場合においては、右職員は、

その職務に関し内容虚偽の文書を起案し情を知らない作成権限者たる公務員を利用し

て虚偽の公文書を完成したものとみるを相当とするからである」として、虚偽公文書

作成罪の成立を認めている。  

 刑法１５６条は主体が公務員であるが、「その職務に関し」とあるため、この要件

を充たす公務員でなければならないと解されている。そのため、本問のＸに罪責を検

討するうえでは、その点にも触れてほしい。  

 さて、学説上、本罪が公務員を主体とする身分犯であることから、私人については

本罪の間接正犯は成立しないと考える見解が多い。他方、私人が主体であっても虚偽

公文書作成罪の間接正犯が成立するという見解もある。この点で、最判昭和２７年１

２月２５日刑集６巻１２号１３８７頁は、「刑法は、いわゆる無形偽造については公

文書のみに限つてこれを処罰し、一般私文書の無形偽造を認めないばかりでなく、公

文書の無形偽造についても同法一五六条の他に特に公務員に対し虚偽の申立を為し、

権利義務に関する公正証書の原本又は免状、鑑札若しくは旅券に不実の記載を為さし

めたときに限り同法一五七条の処罰規定を設け、しかも右一五六条の場合の刑よりも

著しく軽く罰しているに過ぎない点から見ると公務員でない者が虚偽の公文書偽造の
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間接正犯であるときは同法一五七条の場合の外これを処罰しない趣旨と解するのを相

当とする。」として、私人による虚偽公文書作成罪の間接正犯を否定している。もっ

とも、本問は私人が単独で行った場合でなく、公務員と共謀して行われたものである。

そのため、本判決の射程外として、Ｙを刑法６５条１項により、Ｘとの共同正犯を認

める余地もあるかもしれない。  

 以上のことに触れつつ、虚偽公文書作成罪の成立要件を適切に検討してほしい。  

 

≪講評≫――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

答案では、少数ながら、虚偽公文書作成罪に気がついていないものも見受けられた。

そして、虚偽公文書作成罪の間接正犯に触れることなく、Ｘに同罪を認める答案もい

くつか見られた。また、私人による虚偽公文書作成罪の間接正犯の検討はされていた

ものの、その根拠・理由づけをほとんど示すことがない答案が少数ながら見られた。  

 

以上  

 

 

 
 


